
 

 

第３回意見交換会の説明依頼事項への回答（SAケーブル知見） 
 

※第 3回会合（令和 2年 5月 22日）資料２－１ 原子力規制庁技術報告「重大事故環境下におけるケー

ブルの絶縁特性の分析」に対する電気事業者の対応状況 

説明依頼事項※ 回答 

（１）８ｐには、「電極式水位計については、BWR プラントは 104Ω オ

ーダー（水中）～106Ω オーダー（気中）、PWR プラントは 104Ωオ

ーダー（水中）～105Ωオーダー（気中）の検知が必要。」とありま

す。BWR プラントと PWR プラントとで抵抗のオーダーが異なる理由

を説明して下さい。 

①  

（２）９ｐ表には、BWR 電力の難燃三重同軸（架橋ポリエチレン絶縁）

ケーブル、PWR 電力の MI ケーブルについて、「－」とされていま

す。各電力の両ケーブルの格納容器内での使用は無いという意味

か、ケーブルはあるが対象となる接続機器が無いという意味か説明

して下さい。 

②  

（３）１０ｐには、「難燃三重同軸（架橋ポリエチレン絶縁）ケーブル

（計装ケーブル）（放射線監視モニタ用）」について説明されていま

す。同ケーブルについて実験結果を提示してください。また、「絶縁

抵抗値が 2.0×1010Ωm 以上ある」技術的根拠を説明して下さい。 

③  

（４）１１ｐについて、以下の(a)～(c)について説明して下さい。 

(a) 「ＮＲＡ技術報告対象のケーブルについては（中略）計器誤差に

影響があることが懸念される」とあるが、BWR ではどのような懸念

があるのか。 

(b) 再稼働までにＭＩケーブル等に交換する予定とあるが、いつ決定

したのか。また、ＭＩケーブル等の「等」とは何か。 

(c) 「MI ケーブル（計装ケーブル：熱電対、測温抵抗体、水素濃度

計、電極式水位計用）」について実験結果、「絶縁抵抗値が 108Ωm 以

上ある」技術的根拠、PCV 内ケーブル長約１００ｍで絶縁抵抗を評

価する理由。 

④  

（５）（参考１）ケーブルに係る技術開発とは、どのような内容、スケジ

ュールで実施しているのか、実績・計画を示して下さい。また、今

回のＢＷＲの MI ケーブルの知見との関係を説明して下さい。 

⑤  

 

  

資料３－４ 

資料２－２ 



① 

 

（１）８ｐには、「電極式水位計については、BWR プラントは 104Ω オーダー（水

中）～106Ω オーダー（気中）、PWR プラントは 104Ωオーダー（水中）～105Ω

オーダー（気中）の検知が必要。」とあります。BWR プラントと PWR プラント

とで抵抗のオーダーが異なる理由を説明して下さい。 

 

【回答】 

電極式水位計については、採用している電極式水位計の電極の構造上の違い（電極間

の幅や形状等）で設定値が異なります。 ＰＷＲとＢＷＲで採用している電極式水位計

はメーカ型式が異なる ことから設定値が異なる ためです。 

 



② 

 

（２）９ｐ表には、BWR 電力の難燃三重同軸（架橋ポリエチレン絶縁）ケーブル、PWR 

電力の MI ケーブルについて、「－」とされています。各電力の両ケーブルの格納

容器内での使用は無いという意味か、ケーブルはあるが対象となる接続機器が無

いという意味か説明して下さい。 

 

【回答】 

「‐」とは、現時点において格納容器内で確認対象となる（ＳＡ環境下で機能要求

がある）ケーブルの接続機器が無いという意図で記載している。 

 

 



③ 

 

（３）１０ｐには、「難燃三重同軸（架橋ポリエチレン絶縁）ケーブル（計装ケーブ

ル）（放射線監視モニタ用）」について説明されています。同ケーブルについて実

験結果を提示してください。また、「絶縁抵抗値が 2.0×1010Ωm 以上ある」技術

的根拠を説明して下さい。 

 

【回答】 

難燃三重同軸（架橋ポリエチレン）ケーブルについて、ＮＲＡ殿で実施した試験と同

様に、ＰＷＲプラントの重大事故時の温度条件（150℃-７日間）にて蒸気暴露試験を実

施しており、蒸気暴露試験中に１日１回の絶縁抵抗値を取得している。その中で一番絶

縁抵抗値が低かった７日目の絶縁抵抗値(2.4×1010Ωm)を保守的に記載し、影響確認を

行っている。以下に取得した絶縁抵抗値を下表に示す。 

表．難燃三重同軸（架橋ポリエチレン）ケーブルの蒸気暴露試験中の絶縁抵抗値 

 試 験

前 

１ 日

目 

２ 日

目 

３ 日

目 

４ 日

目 

５ 日

目 

６ 日

目 

７ 日

目 

試 験

後 

絶縁抵
抗 値  
（Ωm） 

1.7 
× 
1013 

6.2 
× 
1011 

4.5 
× 
1010 

4.0 
× 
1010 

3.0 
× 
1010 

2.8 
× 
1010 

2.6 
× 
1010 

2.4 
× 
1010 

9.5 
× 
1011 

 

 

 



④ 

 

（４）１１ｐについて、以下の(a)～(c)について説明して下さい。 

(a) 「ＮＲＡ技術報告対象のケーブルについては（中略）計器誤差に影響があること

が懸念される」とあるが、BWR ではどのような懸念があるのか。 

(b) 再稼働までにＭＩケーブル等に交換する予定とあるが、いつ決定したのか。 ま

た、ＭＩケーブル等の「等」とは何か。 

(c) 「MI ケーブル（計装ケーブル：熱電対、測温抵抗体、水素濃度計、電極式水位

計用）」について実験結果、「絶縁抵抗値が 108Ωm 以上ある」技術的根拠、PCV 内

ケーブル長約１００ｍで絶縁抵抗を評価する理由。 

 

【回答】 

(a)ＮＲＡ技術報告から、ＢＷＲのＳＡ環境下における難燃ＥＰゴム絶縁ケーブルにつ

いては、105Ωmまで絶縁低下が確認されていることから、ＢＷＲプラントの対象ケ

ーブルの最長約 100mを考慮した場合の絶縁低下（103Ωm）が、熱電対、測温抵抗体

の誤差へ影響が出ることが懸念される。 

(b)ＭＩケーブルの採用については、震災後の 2011～2014年度に実施された国プロに

おける重大事故環境に耐える製品開発の進捗に伴い、信頼性向上対策として、電力

各社において、採用を検討したものである。 

ＭＩケーブル等については、現在電力共同研究において、ＭＩケーブル以外の耐環

境性能が期待出来るケーブルについて検証試験を計画しており、検証結果により、採

用の可否を検討している（2021年度完了予定）。 

(c)MIケーブルについて、ＮＲＡ殿で実施した試験と同様に、ＢＷＲプラントの重大事

故時の温度条件（200℃-７日間以上）にて蒸気暴露試験を実施しており、蒸気暴露試

験中に７回の絶縁抵抗値を取得している。その中で一番絶縁抵抗値が低かった 1日目

の絶縁抵抗値（3.15×108Ωm）を保守的に記載し、影響確認を行っている。 

以下に、取得した絶縁抵抗値を下表に示す。 

 

表．MIケーブルの蒸気暴露試験中の絶縁抵抗値 

 試 験

前 

１日

目 

３日

目 

４日

目 

５日

目 

６日

目 

７日

目 

８日

目 

試験

後 

絶 縁 
抵抗値
（Ωm） 

5.7 
× 
109 

3.15 
× 
108 

5.85 
× 
108 

6.0 
× 
108 

6.18 
× 
108 

6.18 
× 
108 

6.69 
× 
108 

6.09 
× 
108 

6.0
×
109

以上 

 

  また、ＢＷＲ電力各社の PCV内対象ケーブルの最長が約 100mであることを確認して

おり、保守的に最大ケーブル長で評価している。 



⑤ 

 

（５）（参考１）ケーブルに係る技術開発とは、どのような内容、スケジュールで実施

しているのか、実績・計画を示して下さい。また、今回のＢＷＲの MI ケーブル

の知見との関係を説明して下さい。 

 

【回答】 

参考１に記載している、ケーブルに係る技術開発について、それぞれ以下の通

り回答する。 

＜ケーブルに係る技術開発テーマ＞ 

・電気・計装設備の重大事故時環境試験 

実施時期：（2016年度～2021年度末（予定）まで継続検討） 

概要  ：ＮＲＡ殿検証ケーブル以外ケーブルにおいて、経年劣化を踏まえ

たＳＡ環境下での試験を実施中である。具体的には、ＮＲＡ殿検証対

象ケーブルと絶縁材は同じ種別であるが、製造メーカが異なるケー

ブルであれば、経年劣化の進展具合が異なるという知見（旧 JNESの

知見）があるため、製造メーカが異なる同種絶縁材ケーブル等の劣化

を踏まえた試験を実施している。 

 

・状態監視技術の高度化 

実施時期：2021年度より実機適用性を検証開始 

概要  ：現在発電所で実施されている絶縁機能の低下の有無の確認に用い

られている絶縁抵抗測定等の状態監視方法の強化という観点で、絶

縁抵抗測定以外の指標にてケーブル劣化進展具合を確認できる指標

があれば、より精度の高いケーブル劣化管理が可能となることから、

新たに実機適用可能性が高いインデンターモジュラス法※等につい

て、実機適用可能性の検証を開始する予定としている。 

          

※インデンターモジュラス法とは、ケーブル絶縁体の硬さを計測することで、

絶縁体の劣化進展具合を把握する計測する手法である。 

 

 

 


